様式第１号（第４条関係）

社会福祉法人設立審査に関する意見書

	法人名
	
	代表者氏名
	

	施設種別
	
	施設名
	

	施設の所在地
	

	１　法人設立の必要性

	２　施設設置予定地の立地条件等（交通事情・周囲の環境等）

	３　土地利用規制等の状況
（都市計画法、建築基準法、農地法、農振法、埋蔵文化財法及び排水関係について具体的に記入すること。）





	４　法人及び施設運営の見通し

	５　役員等の適格性

	６　地元住民の理解

	７　その他特筆すべき事項

	総括的意見（法人設立の是非）



社会福祉法人設立の審査に関し意見書を、上記のとおり提出します。

年　　月　　日

部　　　　課長　　　　　　　　　　


様式第２号（第４条関係）

　都城市長　　　宛て

社会福祉法人設立審査申請書

	申請者
	住　所
（主たる事務所所在地）
	
（電話番号　　　　　　　　　　　　　）

	
	法人名称及び
代表者氏名
	



	申請年月日
	

	整備予定施設
	建築予定年度
	

	
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	施設種別
	

	法人設立の趣旨及び創設の理由







様式第３号（第４条関係）

社会福祉施設等整備調書

	１　法人名及び事務所所在地
	２　施設名及び施設所在地

	法人名
	
	施設名
	

	所在地
	
	所在地
	



	３　施設種別
	４　定員及び現員
	

	（根拠法）　　　　　　　　　　　法による
	(1) 新設
	定　員
	人

	
	(2) 増設
	

	（種　別）
	定　員
	現　員
（　月　日現在）

	
	現在
	増員
	計
	

	
	人
	人
	人
	人


５　施設整備必要条件
 (1) 対象地域概要（　　　　年　　月　　日現在）
	対象地域名
	既存の施設
	※
	
	
	

	
	施設数
	定員数
	現員数
	
	
	
	

	
	箇所
	人
	人
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※空欄には、既存施設の充足率、対象人口、入所待機者数等必要な事項及び数値を記入すること。
(2) 立地条件
	交通事情等
	

	環　境
	

	その他
	（土地利用規制、取付道路、生活用水、排水路等の状況）


６ 経費
	構造
	区分
	面積
	工事費内訳
	設備費
	補助額

	
	
	
	員数
	単価
	金額
	計
	員数
	単価
	金額
	計
	

	
	総事業費
	主体
工事

㎡
	人
	円
	円
	円
	人
	円
	円
	円
	

	
	補助金

単価
	主体
工事

㎡
	人
	円
	円
	円
	人
	円
	円
	円
	


※欄が不足する場合は、別途資料を作成し添付すること。

７　資金計画
	総事業費
	円

	国庫・県・公益補助金
	円

	福祉医療機構借入金
	円

	市補助金
	円

	建設自己資金
	円

	
	うち寄附金
	円

	
	うち共同募金会指定寄附金
	円

	その他
	円

	
	円

	寄附者名
	職業
	寄附金額等
	預金等の額
	年間所得
	法人との関係

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	


８　借入金に対する寄附金贈与契約
	契約者名
	年齢
	職業
	最高寄附年額
	寄附総額
	年間所得
	所得の種類
	法人との関係

	
	
	
	円
	円
	円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	


９　用地の状況（　　　　年　月　日現在）
	所在地
	土地の現況（登記簿によること）
	寄附・借地の別
（借地料・年額）
	取得方法等
	抵当権設定状況

	
	地目
	面積
	所有者
	法人との関係
	
	方法
	金額
	有無
	末梢の時期等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）登記簿謄本及び字図を添付すること。
10　施設長予定者
	氏名
	年齢
	職業
	社会福祉関係歴
	社会福祉関係歴従事内容
	資格の有無
	備考

	
	
	
	
	
	
	


（注）施設長の資格を証明する文書を添付すること。
11　協力医療機関及び嘱託医
	
	医療機関（医師）名
	診療科目名
	施設からの距離・時間
	備考

	
	
	
	距離(km)
	時間（分）
	

	協力医療機関
	
	
	
	
	

	嘱託医
	
	
	
	
	



12　施設職員（施設長を除く）予定者数
	職種
	
	
	
	
	
	
	
	

	人数
	
	
	
	
	
	
	
	


[bookmark: _GoBack]様式第４号（第４条関係）
新設社会福祉法人調書
	法人名
	
	施設名
	

	施設の種類
	
	定員
	

	事務所の所在地
	

	施設の所在地
	


１　設立者
	氏名
	年齢
	住所
	職業
	氏名
	年齢
	住所
	職業

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


２　設立当初の役員等（履歴書を添付すること）
	役員等
	役員等の資格等（該当に○）
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	役職名
	氏名
	職業
	親族等の特殊関係の有無
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業識見
	財務管理識見
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有
無
	法人名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





３　設立当初の資産
	区分
	種類
	金額等
	寄付者
	職業
	寄附金額等
	預金等
の金額
	年間
所得
	法人と
の関係

	基本財産
	土地
	面積
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	評価額
	
	
	
	
	
	
	

	
	現金
	
	
	
	
	
	
	

	その他財産
	建設自己資金
	
	
	
	
	
	
	

	
	運転資金
	
	
	
	
	
	
	

	
	法人運営費
	
	計
	
	
	
	





































様式第5号（第４条関係）
資産申立書

	
	建設資金
	現金　　　　　　　円

	法人の　
	基本財産　　　　　　　　　　　　　　　　として
	土地　　　　　　　㎡

	
	その他財産
	

	
	独立行政法人福祉医療機構借入金償還財源
	償還金　　　　　　円

	
	独立行政法人福祉医療機構以外からの借入金償還財源
	



を寄附する私の資産は、下記のとおりであることを申し立てます。

	住所
	


	
氏名
	




記
１　固定資産
	土地所在地
	地目
	面積
	固定資産評価額
	建物所在地
	面積
	固定資産評価額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）固定資産評価額は、市の課税台帳によること。

	２　年間所得額（前年所得額）
	
	３　預金額（　　　　年　　月　　日現在）

	所得の種類
	所得額
	
	預金等の種類
	金額（評価額）
	預金等の種類
	金額（評価額）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



４　その他の資産









様式第6号（第４条関係）
審査対象社会福祉法人等の概要書

	施設名：

	計画敷地の住所：
	工事の種類：

	計画施設の法的な用途区分：　　　　　　　　　　　　法の　　　　　　　　　　　に該当する

	都市計画区域の内外の別
□区域内（□市街化区域　　□市街化調整区域　　□区域区分未設定都市計画区域）
□区域外

	都市計画区域内の場合の用途区域：
　□指定あり（　　　　　　　　　　　　　区域）　□指定なし

	造成の有無：□有（造成に係る敷地面積　　　　　　　　　㎡）　□無

	計画敷地の面積　　　　　　　　　　㎡、　計画施設の延床面積　　　　　　　　　　　㎡

	
関係機関と協議した事項
　□敷地と道路との関係（建築基準法第43条）・・・（※　　　　　　）
　　協議の結果の概要：

　□用途規制（建築基準法第48条）・・・（※　　　　　　　）
　　協議の結果の概要：

　□がけについて（建築基準法施行条例第４条、５条）・・・（※　　　　　　　　　）
　　協議の結果の概要：

　□開発許可について（都市計画法第29条）・・・（※　　　　　　　　）
　　協議の結果の概要：

　□その他



	都城市主管課：　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：


１　工事の種類欄には「新設・改築・増設」のいずれかを記入すること。
２　※欄には、事前協議を行った担当課及び担当者名を記入すること。

添付資料：
付近見取図・配置図（道路の種類、幅員、がけ（勾配、高さ）、建ぺい率及び容積率が記入されていること。）・各階平面図・その他必要な図面


